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アジア経済法令ニュース No.19-11 

 添付法令資料 1： モロッコにおける国家レジスタンス局の設立に関する 1961 年 

  8 月 19 日付勅令第 1-61-266 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国環境分野試験・検査等に関する法律（目次） 

 添付法令資料 3： 中国宅配便業務経営許可管理弁法（目次） 

 添付法令資料 4： ITベースの株式募集を通じた基金寄付サービス（エクイティ・クラウド 

  ファンディング）に関する2018年12月31日付インドネシア共和国 

  金融サービス庁規則No.37/POJK.04/2018（目次） 

 添付法令資料 5： 技術移転法の若干の条項の細則を定め、施行を指導するベトナム政府の 

  議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019 年 3 月 15 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 モルディブ共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とモルディブ共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 61 号） 

19.03.08 公布 

2 パラグアイ共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とパラグアイ共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 62 号） 

19.03.08 公布 

3 キリバス共和国、サモア独立国、ツバル、バヌアツ共和国、パラオ共和国、

フィジー共和国及びマーシャル諸島共和国における太平洋における沿岸集魚

装置を用いた漁業を通じた生計及び食料安全保障の強化計画のための贈与に

関する日本国政府と国際連合食糧農業機関との間の書簡の交換に関する件（外

務省告示第 63 号） 

19.03.08 公布 

4 ミャンマー連邦共和国におけるラカイン州、カチン州及びシャン州北部にお

ける人道状況への対応計画のための贈与に関する日本国政府と世界食糧計画

との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 64 号） 

19.03.08 公布 

5 ミャンマー連邦共和国におけるラカイン州、カチン州及びシャン州北部にお

ける人道状況への対応計画のための贈与に関する日本国政府と国際連合児童

基金との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 65 号） 

19.03.08 公布 

6 ミャンマー連邦共和国におけるラカイン州、カチン州及びシャン州北部にお

ける人道状況への対応計画のための贈与に関する日本国政府と国際連合人口

基金との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 66 号） 

19.03.08 公布 
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7 ミャンマー連邦共和国におけるラカイン州における人道支援及び開発支援計

画のための贈与に関する日本国政府と国際連合開発計画との間の書簡の交換

に関する件（外務省告示第 67 号） 

19.03.08 公布 

8 ミャンマー連邦共和国におけるラカイン州における人道支援及び開発支援計

画のための贈与に関する日本国政府と国際連合難民高等弁務官事務所との間

の書簡の交換に関する件（外務省告示第 68 号） 

19.03.08 公布 

9 標準貨物自動車利用運送約款等の一部を改正する件（国土交通省告示第 320

号） 

19.03.08 公布／19.04.01 施行 

10 標準貨物自動車運送約款等の一部を改正する件（国土交通省告示第 321 号） 

19.03.08 公布／19.04.01 施行 

11 国家機関の建築物の昇降機以外の建築設備の定期点検における点検の項目、

事項、方法及び結果の判定基準を定める件の一部を改正する告示（国土交通省

告示第 322 号） 

19.03.08 公布／同日施行 

12 レソト王国内の社会的弱者に対する食糧援助に関する日本国政府と世界食糧

計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 69 号） 

19.03.11 公布 

13 ウガンダ共和国におけるアルア県ニャラ橋建設計画のための贈与に関する日

本国政府と国際連合プロジェクト・サービス機関との間の書簡の交換に関する

件（外務省告示第 70 号） 

19.03.11 公布 

14 ブルンジ共和国内の社会的弱者に対する食糧援助に関する日本国政府と世界

食糧計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 71 号） 

19.03.11 公布 

15 原子力の平和的利用における協力のための日本国政府とグレート・ブリテン

及び北部アイルランド連合王国政府との間の協定第四条 2 に規定する取極に関

する日本国政府とグレートブリテン及び北アイルランド連合王国政府との間の

書簡の交換に関する件（外務省告示第 72 号） 

19.03.11 公布 

16 カンパラ市交通管制改善計画（詳細設計）のための贈与に関する日本国政府

とウガンダ共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 73 号） 

19.03.11 公布 

17 食糧援助に関する日本国政府とシエラレオネ共和国政府との間の書簡の交換

に関する件（外務省告示第 74 号） 

19.03.11 公布 

18 水産物衛生検査公社ヌアディブ検査・分析所建設計画のための贈与に関する

日本国政府とモーリタニア・イスラム共和国政府との間の書簡の交換に関する

件（外務省告示第 75 号） 

19.03.11 公布 

19 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第329号及び第330

号） 

19.03.11 公布 
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20 東ティモールにおける理数科初等教育強化計画のための贈与に関する日本国

政府と国際連合教育科学文化機関との間の書簡の交換に関する件（外務省告示

第 76 号） 

19.03.12 公布 

21 ハイチにおける地産地消型学校給食配布計画のための贈与に関する日本国政

府と世界食糧計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 77 号） 

19.03.12 公布 

22 サイバーセキュリティ基本法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令

（政令第 36 号） 

19.03.13 公布／19.04.01 施行 

23 種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第 511

号） 

19.03.13 公布 

24 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産

省告示第 519 号） 

19.03.14 公布 

25 肥料を登録した件（農林水産省告示第 520 号） 

19.03.14 公布 

26 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 349 号ないし第

351 号） 

19.03.14 公布 

27 スポーツにおけるドーピング防止活動に関する施策を総合的に推進するため

の基本的な方針を定める件（文部科学省告示第 40 号） 

19.03.14 公布／19.03.14 施行 

28 使用薬剤の薬価（薬価基準）及び療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基

づき厚生労働大臣が定める掲示事項等の一部を改正する告示（厚生労働省告示

第 62 号） 

19.03.14 公布／19.03.15 施行 

29 出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係政令の整備等に関する政令（政令第 38 号） 

19.03.15 公布／19.04.01 施行 

30 銀行法第十四条の二の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自

己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準等の一部を改

正する件（金融庁告示第 7 号） 

19.03.15 公布／19.03.31 適用 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国务院关于取消和下放一批行政许可事项的决定 

19.02.27 発布 国発[2019]6 号 

2 科创板首次公开发行股票注册管理办法（试行） 

19.03.01 発布 中国証券監督管理委員会令第 153 号／同日施行 

3 科创板上市公司持续监管办法（试行） 

19.03.01 発布 中国証券監督管理委員会令第 154 号／同日施行 
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第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 国家コントロール（監督）及び地方自治体コントロールを実施する際の法人

及び個人事業者の権利の保護に関するロシア連邦法律並びに上水道及び下水

道に関するロシア連邦法律第 35 条への変更の導入に関する 2018 年 12 月 25

日付ロシア連邦法律 No.480-FZ 

2 最低賃金額に関するロシア連邦法律第 1 条への変更の導入に関する 2018 年

12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.481-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

3 生産及び消費に係る廃物に関するロシア連邦法律第 29.1条への変更の導入に

関する 2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.483-FZ 

4 電気エネルギーに関するロシア連邦法律並びにエネルギー販売活動のライセ

ンシングに関する個別のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦

法律第 4 条及び第 5 条へ変更を導入することに関する 2018 年 12 月 25 日付ロ

シア連邦法律 No.484-FZ 

公布の日から施行 

5 ロシア連邦租税法典第 2 部第 25.3 章への変更の導入に関する 2018 年 12 月

25 日付ロシア連邦法律 No.486-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

6 ロシア連邦における商取引活動の国家規制の基礎に関するロシア連邦法律並

びにロシア連邦における決済の実施に際してのレジスター技術の適用に関す

るロシア連邦法律第 4.4 条及び第 4.5 条への変更の導入に関する 2018 年 12 月

25 日付ロシア連邦法律 No.488-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

7 ロシア連邦租税法典第 1 部及び第 2 部並びに（国際持株会社の特例に関して）

ロシア連邦租税法典第 1 部及び第 2 部第 25 章へ変更を導入することに関する

ロシア連邦法律への変更の導入に関する 2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律

No.490-FZ 

公布の日から施行 

8 租税及び手数料に関する個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する

2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.493-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

9 ロシア連邦予算法典への変更の導入に関する 2018 年 12 月 25 日付ロシア連

邦法律 No.494-FZ 

一部を除き、公布の日から 10 日経過後に施行 
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10 ロシア連邦民法典第 3 部の施行に関するロシア連邦法律への変更の導入に関

する 2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.495-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

11 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 特別消費税法及び特別消費税法の若干の条項を修正し、又は補充する法の若

干の条項の細則を定め、施行を指導する政府の 2015 年 10 月 28 日付第

108/2015/NĐ-CP 号議定の若干の条項を修正し、又は補充する議定 

政府の 2019 年 2 月 1 日付第 14/2019/NĐ-CP 号議定／19.03.20 施行 

2 企業登記に関する議定を合一する合一文書 

計画投資省の 2019 年 2 月 12 日付第 902/VBHN-BKHĐT号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 法律救助法施行規則一部改正令 

19.03.11 公布 法務部令第 947 号／同日施行 

2 国家統合交通体系効率化法施行令一部改正令 

19.03.12 公布 大統領令第 29615 号／同日施行 

3 農漁業人の生活の質向上及び農漁村地域開発促進に関する特別法施行令一部

改正令 

19.03.12 公布 大統領令第 29613 号／19.03.19 施行 

4 独占規制及び公正取引に関する法律施行令一部改正令 

19.03.12 公布 大統領令第 29618 号／同日施行 

5 研究開発特区の育成に関する特別法施行令一部改正令 

19.03.12 公布 大統領令第 29607 号／同日施行 

6 資本市場及び金融投資業に関する法律施行令一部改正令 

19.03.12 公布 大統領令第 29619 号／同日施行 

7 食品等の表示・広告に関する法律施行令 

19.03.14 公布 大統領令第 29622 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 
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1 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）国と民間との間の投資合弁法 

19.03.06 制定／19.03.11 施行 

2 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）土地及び建物税法 

19.03.09 制定／19.03.13 施行（ただし、徴収については 20.01.01 施行） 

3 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）海における国家権益保護法 

19.03.09 制定／19.03.13 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 11 インド 

1 The Finance Act, 2019 

21 Feb 2019 付 

2 The Personal Laws (Amendment) Act, 2019 

21 Feb 2019 付 

3 The Banning of Unregulated Deposit Schemes Ordinance, 2019 

21 Feb 2019 付 

4 The Companies (Amendment) Second Ordinance, 2019 

21 Feb 2019 付 

5 The Indian Medical Council (Amendment) Second Ordinance, 2019 

21 Feb 2019 付 

6 The Muslim Women (Protection of Rights on Marriage) Second Ordinance, 

2019 

21 Feb 2019 付 

7 The Appropriation (Vote on Account) Act, 2019 

15 Feb 2019 付 

8 The Appropriation Act, 2019 

15 Feb 2019 付 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 14 ウズベキスタン 

1 会計記帳における文書及び文書交換に係る規程への変更の導入に関するウズ

ベキスタン共和国財務相の命令 

2019 年 3 月 4 日付 No.29 同月 11 日法務省登録 No.1297-4／同月 12 日

施行 

2 外貨取引規制の市場メカニズムの導入に係る今後の措置に関するウズベキス

タン共和国大統領決定 

2019 年 3 月 7 日付 No.PP-4233／同月 9 日施行 

3 裁判所文書及び他の機関の文書の執行の効率性の更なる向上に係る措置に関

するウズベキスタン共和国大統領決定 

2019 年 3 月 12 日付 No.PP-4236／同月 13 日施行 

4 市民のリプロダクティブ・ヘルスの保護に関するウズベキスタン共和国法律 

2019 年 3 月 11 日付 No.ZRU-528／同月 12 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 国際仲裁報償金の料率に関する法務省の通知 

2019 年 3 月 14 日官報 No.30714／同月 15 日から施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 モロッコにおける国家レジスタンス局の設立に関する 1961 年 8月 19 日付勅

令第 1-61-266 号（目次） 

   2 韓国環境分野試験・検査等に関する法律（目次） 

   3 中国宅配便業務経営許可管理弁法（目次） 

   4IT ベースの株式募集を通じた基金寄付サービス（エクイティ・クラウドファ

ンディング）に関する 2018 年 12 月 31 日付インドネシア共和国金融サービス

庁規則 No.37/POJK.04/2018（目次） 

   5 技術移転法の若干の条項の細則を定め、施行を指導するベトナム政府の議定

（目次） 
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【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 
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北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


